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愛媛県新型コロナウイルス感染症対策事業推進班長   

  

令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（介護）の周知について（依頼） 

 

平素は、県政の各般にわたり格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、標記事業の早期申請については、これまで、令和２年７月29日付け愛媛県保健福祉

部長通知をはじめ、事務連絡等により、貴会会員の皆様への周知をお願いしているところで

すが、慰労金・支援金申請受付の最終期限が２月28日に迫っていることから、期間内に確実

に申請をしていただきますよう改めて周知をお願いします。 

なお、実績報告書の最終提出期限は令和３年３月31日となっておりますが、事業完了後、

速やかにご提出いただきますよう重ねて周知をお願いします。 

 

記 

１ 申請受付期限 

令和３年２月28日（日）まで（郵送の場合２月26日（金）必着） 

２ 実績報告期限 

  慰労金・支援金ともに事業完了後、速やかに提出 

最終期限は令和３年３月31日（水）【厳守】 

  ※期限までに実績報告書の提出がない場合は、慰労金・支援金を返還していただく場合

がございます。 

３ 留意事項 

  別添のとおり 

  ※申請書に不備があれば、慰労金・支援金の支払いが遅れますので、別添留意事項のほ

か、県ホームページ・申請マニュアルをご覧ください。 

４ 問い合わせ先 

  愛媛県新型コロナウイルス感染症慰労金・支援金コールセンター 

電話０８９－９０９－３８４３ ※県ＨＰは、� 愛媛県慰労金・支援金 で検索 

 

 

 

 

 

※支援金は、事業実施前に概算額での申請・受領が可能です。ただし、３月末までに事業完

了（物品等を購入する場合は納品・支払完了）の上、実績報告書の提出が必要となります。 

 



別添 

申請及び実績報告にあたっての留意事項 

 

１ 申請書の作成について 

（１）データ関係 

・申請書は県ホームページより最新のデータをダウンロードして使用してください。 

 ・申請書のデータは必ずパソコンに保存してから操作してください。 

・エクセルファイルを開いた際、セキュリティの警告により「マクロが無効にされました」

と表示される場合は、「コンテンツの有効化」をクリックしてください。 

・エクセルのバージョンは「2013」以降を推奨しています。「2010」以前のバージョンでは

マクロが正常に動作せず、エラーが出る場合があります。 

・Mac端末ではエクセルのマクロが正常に動作されない事象が確認されていますので、

Windows端末で作成をしてください。 

（２）申請 

 ・申請書の様式が慰労金と支援金で一式となっていますので、支援金を申請する場合は、

慰労金申請と併せて申請してください。支援金を申請しない場合は慰労金のみ記載して

申請してください。 

※慰労金は条件を満たせば必ず給付されますので、法人におきましては遺漏のないよう

お願いします。 

・法人が介護サービス事業所・施設等を複数運営している場合は、原則、法人単位での申請

をお願いしています。 

・本事業は、概算額で事業実施計画書を作成のうえ申請いただき、交付決定額を前払いし

ていますので、早期の申請をお願いします。（なお、慰労金は、申請時に職員からの委任

状の徴収が必要。） 

 ・原則、愛媛県国民健康保険団体連合会のインターネット請求システムによる申請をお願

いします。（ネット環境に対応していない場合等は紙申請が可能です。この場合、申請書

類に添付漏れがないか確認のうえ提出してください。） 

・複数の事業所・施設等の勤務実績がある職員については、主たる機関からの申請を基本

としています。 

・退職者について、原則、事業所・施設等を通じての申請をお願いしておりますので、退職

者への連絡調整をお願いします。 

・派遣労働者や委託会社の従業員も条件に該当すれば慰労金の対象になります。その場合

も事業所・施設等で取りまとめのうえ申請を行ってください。 

 

２ 申請の不備について 

（１）全般 

 ・事業所番号は、半角英数字で正確に記入してください。 

 ・国保連合会に振込口座が登録されていない場合や、登録されている口座が債権譲渡され

ている場合は、口座情報のわかるもの（通帳の写しなど）を添付してください。 

・慰労金の振込手数料の未入力や入力誤りがあります。 

※振込手数料も支給対象としておりますが、増額の申請はできませんので、精査のうえ

申請してください。 

 



（２）提出先 

・介護サービス事業所・施設等を複数運営する法人の申請は、法人単位での申請となりま

すが、一部国保連に対して報酬請求を行っていない事業所・施設等の分は、申請書を別

にして「愛媛県新型コロナウイルス感染症対策慰労金・支援金事務センター」にご提出

ください。（国保連に報酬請求を行っている事業所・施設等の場合は国保連に提出） 

国保連合会 ：原則インターネット請求システムにより提出 

事務センター：愛媛県新型コロナウイルス感染症対策慰労金・支援金事務センター宛

（〒790-8799 松山中央郵便局留） 

 

３ 実績報告について 

 ・県ホームページに実績報告書の様式を掲載していますので、最新のデータをダウンロー

ドして使用してください。 

・実績報告書は、事業終了後速やかに（最終期限令和３年３月31日【厳守】）、紙媒体で、下

記事務センターに提出してください。 

郵便番号：790-8799 住所：松山中央郵便局留 

宛先：愛媛県新型コロナウイルス感染症対策慰労金・支援金事務センター 

・実績報告にあたっては、領収書等の証憑書類の写しの提出が必要になりますので、保管

しておいてください。領収書等の宛名は、申請者との一致を基本とし、日付、金額、医療

機関・事業所・施設名、代表者名、購入内容が分かるように徴収をしてください。 

・領収書等の証憑書類は、A4サイズの用紙にコピーして提出してください。 

・領収書等は個票ごとにまとめ、事業ごとに科目別に分けて並べてください。 

・補助対象額にマーカーをするなど、金額を分かりやすくしてください。 

 ・個票に記載のある各事業について、申請額以上の交付はできません。 

 

４ その他 

・慰労金は、事業主が労働者への賃金、給料、手当等として支払うものではありません。ま

た、慰労金は非課税所得となるため、誤って源泉徴収しないよう注意してください。 

・慰労金の支給は、医療機関や介護・障害福祉サービス事業所・施設など複数の場所で勤務

する職員への慰労金を含めて、１人につき１回の申請となりますので、職員に対し、委

任状を徴収する際などに他の施設での申請がないか確認のうえ申請してください。 

・新型コロナウイルス感染症にかかる検査について、高齢者施設等において必要性がある

ものと判断し、自費で検査を実施した場合の費用については、支援金の補助の対象とな

ります。 

・当事業に係る関係書類は、交付要綱に基づき、補助事業者において、事業完了後５年間の

保管義務があります。（県に提出する書類についても、必ず控えを保管しておいてくださ

い。） 

 


